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定期点検３巡目に向けた課題
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○多くの道路施設では近接、打音、触診を２巡実施し、一定の安全性が確保されていると考えられる。一方で、
・道路施設の健全性の診断を区分する際に、複数の部材・複数の変状を組み合わせた総合的な診断所見が
記録に残らないため、必ずしも十分でない措置がされている可能性がある。
・都道府県間で判定区分の傾向にばらつきがあるなど、定期点検の質のばらつきが生じている可能性がある。

ライフサイクルコスト縮減にも寄与する合理的な修繕
とするためには、診断の質の向上が課題である。

点検技術の進歩を定期点検の質の向上と作業の軽減
に結びつけることが課題である。

H24.12 トンネル天井板落下事故

H25 道路法改正、定期点検に関する省令の公布

H31.2 技術的助言の見直し

• 全ての部材に対して近接目視を行う。
• 必要に応じて打音、触診等、非破壊検査を行う。

H26.7 技術的助言

• 自らの近接目視によるときと同等の健全性の診断を行う
ことができると判断した場合には、その他の方法につい
ても、近接目視を基本とする範囲と考えてよい。

点検支援技術やカタログ・
性能検証法の充実

変わらず生じ続ける、引張
り材損傷、ボルト脱落、洗
掘等による長期の規制等

【点検方法に関する指摘概要（事故調報告書より）】
• 近接目視と打音・触診が有効と考えられたこと
• 明確な裏付けなく近接による点検が先送りされたこと
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定期点検の改定の方向性

相互に関係する、診断の質の向上、記録の適正化・省力化、点検作業の適正化を実現

道路施設の構造や状態に応じて
、診断の質を確保できる点検方法
（点検支援技術とその使い方等）
を明確にし、その点検方法を容易
に選択できるようにする。

現様式は診断過程が記録されず
、幾つかの自治体は各自で様式
を追加して記録している。

データを施策・マネジメントへ用
いる期待が高まっている。

診断の検討過程等点検記録として
残すべきデータの標準化を図る。

過大な負荷とならないように、分析
に必要な最低限の記録項目や記録
方法について明確化する。
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診断の検討過程、及び、診断
に必要な取得すべき力学的・
化学的情報（点検内容や方法
を検討するための要求事項）
を明確にする。

判定区分だけでは懸念した
状況・状態が確認できない

定期点検の質がばらついて
いる可能性がある。

例えば、大規模な橋梁など、
点検支援技術の活用が期待
されているものの、うまく活用
できていない可能性がある。
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道路技術小委員会（最近の審議事項と今後の方向性案※）

令和４年３月 第１６回道路技術小委員会
● 「道路土工構造物点検要領」（暫定版）の策定 ≪了≫
● 「道路リスクアセスメント要領」（案）の策定 ≪了≫
●道路橋の技術基準の改定と充実に向けた検討の方向性

令和４年１１月 第１７回道路技術小委員会
●土工の技術基準の改定に向けた方向性
●舗装の技術基準の改定に向けた方向性
●太陽光発電施設設置に関する技術指針の策定の方向性

令和５年３月 第１８回道路技術小委員会
● 昨今の災害を踏まえたこれまでの議論、教訓、対策等
● 「道路土工構造物点検要領」（案）の改定 ≪了≫
●太陽光発電設備の設置に関する技術面の考え方（案）について ≪了≫

→R5.1,2 分野別会議（土工）↲

令和５年１０月2日 第１９回道路技術小委員会
●定期点検（橋梁、トンネル、シェッド等）の見直しに向けた方向性

令和５年１２月～翌１月 第２０回道路技術小委員会
● 「定期点検要領（橋梁、トンネル、シェッド等）」（素案）の策定

→〇アンケート等
〇分野別会議（橋梁、トンネル等）↲

→各道路管理者（地方自治体等）
への意見照会↲

令和６年度～ 定期点検（橋梁、トンネル、シェッド等）（３巡目）開始

R4.2,3 分野別会議（橋梁、土工）↲

10月2日

1212～翌1月

（日本道路協会の
各委員会で議論）

（必要に応じて、小委員会を開催）確定

※定期点検（橋梁、トンネル、シェッド等）関係
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今回（案）

ア
ン
ケ
ー
ト
項
目
と
そ
の
目
的

○準拠している定期点検要領、記録項目
（目的）
・前回調査からの調査結果の変化を把握する。
・Ｈ３１年改定の影響を把握する

○定期点検を負担に思う構造物や点検作業項目の把握
（目的）

・各管理者で、具体的に点検作業、費用の負担が特に大きいと考え
ている構造物と点検作業項目を把握する。

・点検方法や記録項目・方法の見直しが、作業時間やコスト縮減効果
に与える影響を把握するために用いる。

○点検支援技術活用に必要な技術的支援内容の把握
（目的）
・点検支援技術の活用促進上のニーズや課題を把握する。

〇地方公共団体向けのアンケートの実施方針（案）

前回改定時

ア
ン
ケ
ー
ト
項
目
と
そ
の
目
的
、
結
果
と
対
応

○準拠している定期点検要領、記録項目
（目的）
・法定点検が正しく理解され、運用されているかどうかを確認する。
（結果）
・多くの地公体で法定義務以外の記録がされていることを確認した。
（反映）

・最低限配慮すべき事項とその他運用の参考となる事項の位置付
けを明確化した。

・法定義務の範囲（健全性の診断としての記録）の明確化と参考
資料としてマネジメントに資するデータなどその他の記録の活用の
考え方を例示した。

○定期点検の負担感、準拠している歩掛
（目的）
・定期点検の負担の内容の確認する。
（結果）

・予算面で負担を感じる地公体８割、労務上の負担６割、技術的な
負担５割であることを確認した。

・形式や規模に応じて、特に小規模、溝橋に対して歩掛設定の要
望が多い
（反映）
・短い橋・溝橋が安くなるように歩掛を見直した。

○点検支援技術活用への期待
（目的）希望的ニーズの把握する。
（結果）作業効率化・省人化への期待があった。

（反映）知識と技能を有するものの判断で近接目視と同等の健全
性の診断ができれば、近接目視以外の方法も可能となるように
見直した。

定期点検の課題と改定の方向性を、77条調査等の結果から整理し、具体の課題を詳しく把握する
ためアンケートを実施する。
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